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小学校における英語教育の教科化の今後
―平成29年月31日告示「小学校学習指導要領」第章各教科第10節「外国語」を読んで
大喜多 喜 夫
 はじめに
文部科学省は2017年年月、新たに改訂した小学校及
び中学校の学習指導要領を告示した。今回の改訂は、前
回の改訂が2018年月になされているので、年ぶりと
いうことなる。これは今までの改訂の間隔からすれば、
ほぼ平均的なものであり、時期的に関しては今回の改定
は以前より予想されたものであった。
したがって、今回の小学校及び中学校学習指導要領の
改定についての、教育関係者の主な関心は、新しい学習
指導要領が告示されるその時期ではなかった。それより
も内容的に見て、どのような点が改訂されるかに、もっ
ぱらの関心があったように思われる。
今回の改定に関して、英語教育に携わる関係者の最大
のポイントは、小学校での英語教育の本格的な導入であ
る。これにより外国語活動として年生と年生を対象
に年間35時間（週時間）、また外国語科という教科と
して年生と年生を対象に年間70時間（週時間）教
えることが学習指導要領のなかで明記された。
今回の学習指導要領の改訂に先立って、中央教育審議
会は2016年に文部科学大臣に答申書を提出した。その中
で、これまでの外国語教育への反省と、将来的な展望を
みすえ、外国語の学習について、「語彙や文法等の個別
の知識がどれだけ身に付いたに主眼が置かれるのではな
く、児童生徒の学びの過程全体を通じて、知識・技能が
実際のコミュニケーションにおいて活用され」との記述
がある。これは、とりもなおさずグローバル化という日
本がこれまで経験しなかった新たな波が押し寄せるなか
で、これからの日本を担う若者の育成に、今後、国とし
てどう取り組むか、その基本的な指針と示したものと言
える。
本稿では、新しい小学校学習指導要領において、外国
語教育という観点から留意すべき点を、考察したい。
 学習指導要領の改訂に伴うキーワードキーワード
キーワード
酒井（2017）によると、今回改定された学習指導要領
の改訂にさいして、小学校と中学校の外国語（英語）教
育については、次のつがキーワードとして考えられる
という。それらは、．「つの柱から成る資質・能力」、
．「領域別の目標」、．「思考力・判断力・表現力等」、
．「言語活動」、．「理解できるものと表現できるも
の」であるが。本章では、このうち．「つの柱から
成る資質・能力」、．「領域別の目標」、そして．「理
解できるものと表現できるもの」と順にあげて、とくに
．と．については、小学校と中学校の連携という観点
から、また、．に関しては、両校種の現状を踏まえた
問題点を考察したい。
2-1 「つの柱から成る資質・能力」
学校教育法は平成19年に一部改正されたが、その中で
初等及び中等教育における学力について、つの教育目
標が示されている。それらは、）「知識・技能」の陶冶、
）「思考力・判断力・表現力」の育成、）「学びに向
かう力・人間性」の養成である。これらが、いわゆる学
校教育におけるつの柱であるが、それではこれらの柱
が、新しい学習指導要領にいかに表現されているのか。
ここでは、2017年月31日に告示された小学校学習指導
要領第章各教科第10節「外国語」第「目標」を例に
とって考えたい。
目標には、つの柱について、次のようにそれぞれ
つの項目に分けて詳説されている。
⑴外国語の音声や文字、語彙、表現、文構造、言語の
働きについて、日本語と外国語との違いに気付き、こ
れらの知識を理解するとともに、読むこと、書くこと
に慣れ親しみ、聞くこと、読むこと、話すこと、書く
ことによる実際のコミュニケーションにおいて活用で
きる基礎的な技能を身に付けるようにする。
⑵コミュニケーションを行う目的や場面、状況などに
応じて、身近で簡単な事柄について、聞いたり話した
りするとともに、音声で十分に慣れ親しんだ外国語の
語彙や基本的な表現を推測しながら読んだり、語順を
意識しながら書いたりして、自分の考えや気持ちなど
を伝え合うことができる基礎的な力を養う。
⑶外国語の背景にある文化に対する理解を深め、他者
に配慮しながら、主体的に外国語を用いてコミュニ
ケーションを図ろうとする態度を養う。
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以下では、上記の⑴、⑵、⑶のなかで、いわゆる「
つの柱」である「知識・技能」、「思考力・判断力・表現
力」、「学びに向かう力・人間性」がどのように教育内容
として示されているかを考察したい。
⑴では、外国語教育における知識と技能について、端
的に定義づけしている。⑴において重要な部分は、「日
本語と外国語の違いに気付き」と「実際のコミュニケー
ションにおいて活用できる基礎的な技能を身に付ける」
である。
小学校の高学年になれば、母語の日本語については抽
象的な概念も理解でき、また言葉で表現できる基本的な
能力がほぼ確立する。また一方では、今日のグローバル
化を反映し、日本語と異なる言語に触れる児童の機会も
増すことになる。これは児童の日常生活のなかで、避け
ることができない現実である。テレビ、ラジオだけでは
なく、様々な通信機器を通して入って来る。このような
中で、児童の外国語に対する意識も、ただ単に、彼らの
母語である日本語とは異なる言語として認識するだけで
なく、さらに、それについて知りたい、つまり知識を深
めたいという意識に変る。
これは、高学年の児童に限らず、好奇心に満ち溢れた
あらゆる年代の児童や生徒に言えることである。日本語
の語彙を習得した児童は、母語とは異なる外国語に接す
る機会が増すとともに、それではその語彙は外国語では
何というのか、という疑問を持つのはごく当然と言え
る。幼児期、母語の習得過程のまっただ中にある子ども
を見ていると、特定のものを指さし「これ何？」としき
りに尋ねる。まさに、この状態とよく似ている。幼児の
ように、直接に口には出しはしないが、児童はこころの
中ではそう思っているのである。
「日本語と外国語の違いに気付き」とは、このような
ことを意味しているのである。第10節「外国語」第
「目標」の⑴の中の「日本語と外国語の違いに気付き」
には続いて、「読むこと、書くことに慣れ親しみ」とあ
る。
この部分も幼児が母語を習得する過程を思い浮かべる
と、理解が容易である。手先の筋肉と知能の発達につれ
て、幼児は手でものを書くことを覚える。次第に周囲の
大人が文字を書く姿を見て、これに影響を受け、文字を
書くことを遊びの中で取り入れるようになる。文字を書
くだけではなく、書いた文字を読むことも遊びとして取
り入れる。例えば、保育園に通う園児は日常の保育士の
姿を見て、字らしきものを書きながら、それを読んだつ
もりになって、「先生ごっこ」をするのである。
この文字を書きながら遊びをするのが、幼児の発達の
自然な姿なのだから、読むこと、書くことに慣れ親しま
せる学習活動は、ごく自然な流れである。日本語と外国
語の違いに気付いた児童が、次に興味を持ち始めるの
は、母語とは違った言語の文字的な部分であろう。この
ことを踏まえて、学習指導要領では、外国語の文字に関
する知識とそれを文字化する技能として、書くことを学
習項目として位置づけているのである。
文字に対する学習と並行して「目標」の⑴では、「実
際のコミュニケーションにおいて活用できる基礎的な技
能を身に付ける」ことが掲げられている。外国語教育に
おけるコミュニケーション能力の育成は、平成元年
（1989年）公示の中学校学習指導要領外国語の目標に、
「外国語を理解し、外国語で表現する基礎的な能力を養
い、外国語で積極的にコミュニケーションを図ろうとす
る態度を育てるとともに、言語や文化に対する関心を深
め、国際理解の基礎を培う。」と明記されて以来、平成
10年（1998年）、平成20年（2008年）、及び平成29年（2017
年）に公示された中学校学習指導要領外国語科の「目標」
に、この国の外国語教育の根幹をなす指針として位置づ
けられている。
コミュニケーション能力の育成の重要性については、
今更、あえて確認する必要はないが、これほどの勢いで
日本がグローバル化の波を受けることなど想像しなかっ
た今日の日本の姿を見ると、リンガフランカとして広く
用いられている英語を、コミュニケーションのツールと
して教育の場で教えることの重要性が再認識できる。
もともと英語教育の中で、コミュニケーション能力の
育成の必要性が論じられたのは1980年代になってからで
ある。高度成長時代のさなか、経済界や各種の業界から
の要望が強まり、当時の文部省に、それまでの文法学習
を柱にした外国語教育を刷新しようと提言したのが、当
時の中央教育審議会であり、また教育課程審議会であっ
た。
コミュニケーション能力の育成が、平成元年告示の学
習指導要領のなかの目標に反映さえたのは、各審議会の
答申だけではなかった。世界の ESL（English as a
Second Language）、も し く は EFL（English as a
Foreign Language）においても、言語教育の流れはコ
ミュニケーション能力の育成という大きな波が渦巻き始
めた時代でもあった。
次に「目標」の⑵で、つの柱のうちの番目である
「思考力・判断力・表現力」の育成が、いかに学習内容
として定義されているかを考えたい。
⑵における重要な部分は「外国語の語彙や基本的な表
現を推測しながら」と「自分の考えや気持ちなどを伝え
合う」である。
前回の学習指導要領の改訂は、小学校及び中学校につ
いては平成20年に、また高等学校についてはよく平成21
年に公示された注1)。この改訂における各校種、各教科
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のキーワードは「生きる力の育成」と「言語活動の充実」
であった。そしてこれらを児童、生徒に「確かな学力」
として保証する観点から「思考力、判断力、表現力等」
を涵養することが学習の目標として取り入れられた。
この「確かに学力」については、教育現場においては、
前回の学習指導要領の改訂以来より、それなりの成果を
収めてきたことが、国内の調査注2)、及び国外の調査注3)
から伺い知ることができる。しかし、今回の学習指導要
領の改訂にあたっては、前回の改定の柱であった思考
力、判断力、表現力の涵養をさらに推し進めるという文
部科学省の基本方針注4)もあり、それが今回改定された
学習指導要領の「目標」の⑵に引き継がれているのが分
かる。
「目標」の⑵にある「外国語の語彙や基本的な表現を
推測しながら」については、思考力と判断力を養うため
の学習活動に関して述べられている部分である。英語の
授業は、簡単な教室内での指示や説明は英語で進める、
というのが基本的なスタンスである。言語の学習におい
て、母語話者は新しい語彙や表現に接したとき、意図さ
れる意味や内容を、これまでの言語体験やその場の状況
に照らし合わせ、推測しようとする。そしてその推測し
た内容が正しいことが確認できれば、語彙や表現は学習
者自身の言語能力となって習得されるのである。この過
程において、学習者は自らの思考力と判断力を駆使する
ことになる。この言語の習得のプロセスは inductive
language learning（帰納的な言語学習）と呼ばれる。
私たちが母語を習得する場合は、すべてこのプロセス
で行われる。これまで接したことのない語彙や表現は、
繰り返し聞くことで、意味を把握し習得する。対象とな
る語彙や表現によって、これに必要な時間は一概には言
うことはできない。しかし一旦習得されると、それは長
らく忘れられることはない。
Inductive language learning とは正反対のものが、
deductive language learning（演繹的な言語学習）と呼
ばれるものである。私たちがこれまで学んできた英語学
習の方法は、ほとんどすべてこの方法である。この方法
の特徴は、新しい言語材料となる語彙や表現の説明は、
すべて学習者の母語、すなわち日本語で行われる。学習
者は説明が全て日本語で行われるので、帰納的と比較す
ると、思考し判断する度合いは断然に少ない。演繹的な
学習方法では、帰納的な学習方法とは異なり、意図され
る意味や内容を、これまでの言語体験やその場の状況に
照らし合わせ、推測しようとする必要もない。また、推
測したことが正しかった時に得られる、言語に対する新
たな気付きや発見も少ないことは容易に想像できる。
教室内での帰納的と演繹的な学習プロセスの違いの理
解のために、次の例を挙げたい。教員はよく「手を挙げ
なさい」という指示を、教室で生徒に与える。英語では
Raise your hands !となるが、これを帰納的に教えると
すると、教室内の学習活動で実際に生徒に挙手を求める
状況のなかで、「分る生徒は挙手して下さい。」と言いつ
つ、教員は自分で Raise your hands !と言いながら、自
分の手を挙げる。教員は，度、これを繰り返すだけ
で、学習者はこの表現は何を意味するか、理解し習得す
る。これだけではない。正確に音声としてインプットさ
れる。対象とする学習者は、児童でも大人でも変わらな
い。もちろん、これを文字でどのように表記するかは理
解できない。しかし、聞けば直ちに理解でき、反応もで
きる。また、必要なら自分でそれを発話することもでき
るようになるであろう。
Raise your hands !を演繹的で教えるとすれば、次のよ
うな場面が想像できる。教員は、黒板にその表現を文字
で示す。そしてこの文章を文法的に、文法用語を駆使し
て説明する。例えば、これは命令文、raise は他動詞、
他動詞なので後ろに続くのは目的語、目的語になるのは
your hands、your は人称代名詞で youの所有格で、そ
の意味は…と長々とした説明が日本語で続く。この英文
を声に出すことがなければ、もちろんこれを聞いたとこ
ろで理解できない。つまり、文字では分かるが聞き取れ
ないという困った現象が起こる。
帰納的な言語学習の効果は、以上の点に要約できる。
教室内の英語学習も、まるで私たちが母語を習得したよ
うに、と言うのが理想である。しかし、何から何まで、
と言うのは、教員にとってもストレスがたまる。小学校
の教員に取ればなおさらだ。しかし、ゴールとしては目
指すべきものに違いない。「目標」の⑵にある「外国語
の語彙や基本的な表現を推測しながら」については、思
考力と判断力を養うための学習活動に関して述べられて
いる部分であり、英語の授業は、簡単な教室内での指示
や説明は英語で進めるというのが基本的なスタンスであ
る、というのは以上のような理由による。
「目標」⑵で、カギとなる次の部分は「自分の考えや
気持ちなどを伝え合う」である。これは、つの柱の資
質・能力の）「思考力・判断力・表現力」のなかの表
現力の育成を学習活動でどう具体化するか、について述
べた部分である。
今回の学習指導要領の改訂に向けて、文部科学省は第
期教育課程部会として教育課程企画特別部会を設け
た。この部会が平成27年月26日に「教育課程企画特別
委員会論点整理」注5)を提出しが、そのなかで、今回の学
習指導要領のテーマのキーワードである、「思考力、判
断力、表現力等」の理想像として「学力の三要素のバラ
ンス」を提唱している。そして、とくに表現力に関して
は『補足資料』（p 15）の中で、教室内での具体的な言
語活動の学習活動について、次のようなつの具体例を
提示している。
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①体験から感じ取ったことを表現する
②事実を正確に理解し伝達する
③概念・法則・意図などを解釈し、説明したり、活用
したりする
④情報を分析・評価し、論述する
⑤課題について、構想を立て実践し、評価・改善する
⑥互いの考えを伝え合い、自らの考えや集団の考えを
発展させる
『補足資料』で述べられている、表現力としての以上
のつの項目は、校種と科目を通した基本的な指針であ
る。このうちで英語科において特に留意する項目は、①
体験から感じ取ったことを表現する、②事実を正確に理
解し伝達する、及び⑥互いの考えを伝え合い、自らの考
えや集団の考えを発展させる、のつであろう。このう
ち①と②については、実際にはペアや、あるいは比較的
小さなグループでの活動を意味し、⑥については②より
比較的大きなグループを対象とした、学習者の発表の場
をイメージした記述となっている。
①と②、及び⑥は、英語の授業の中では具合的にどの
ような学習活動が想定されているのか。①と②について
は、中等教育現場では、いわゆる information gap活動
や opinion gap 活動、及び role‒play 活動が、また⑥に
ついては debate や discussion が学習活動としてよく運
用されているパターンであろう。しかし、初等教育の教
育現場では、学習者の基本的な英語運用能力は初期的な
発達段階なので、これらの活動を小学生用に修正したも
のが学習活動として運用されることになるであろう。
具体的に言うと、①に関しては、listening を中心に
した inductive language learningが中心となるのであろ
う。つまり、「①体験から感じ取ったことを表現する」
における「表現する」とは、初等教育現場では必ずしも、
言語でおこなう必要がない。言語で表現するには、学習
者にはそれなりのアウトプットできる能力が必要にな
り、初期の学習者には能力的にも、さらに心理的にも負
担が多すぎるからである。
実際には、初等教育における学習者にふさわしいよう
な、言語による listening を中心にした inductive
language learning として、どのような学習活動が想定
されるのか。Inductive language learningとしては、か
つてより幼児や児童を対象とした町中の語学教室などで
取り上げられてきた、Total Physical Response の理論
に基づく学習活動も選択肢の一つとして是非、考えられ
なければならない。この語学学習理論は一般には、それ
を略した TPRで呼ばれており、応用言語学が研究され
始めた1960年代の末に Usher（1969）により提唱され、
1970年代から ESL/EFLの分野で盛んに取り入れられる
ようになった。
TPRは、幼児期の言語発達の過程からヒントを得た
言語習得理論である。この理論の基本的なスタンスは次
のようである。
）幼児は言語を話すことができるかなり以前の段
階から、周囲で話されている言葉を理解してお
り、理解していることは、その子の身振りや手
ぶりを見ていると明らかである。
）言語の発達は、先ず、聞いてそれを理解するこ
とから始まり、その後で自然発生的に話せるよ
うになるのであり、言語習得の初期の段階でい
きなり話すことを学習者に強要するのは、か
えって学習者への心理的な負担を助長すること
になる。
このような二つの柱を基本的なスタンスとした TPR
では、学習者には先ず簡単な命令文を音声で与えられる
とともに、教員は実際にそれをアクションで示すことに
なる。例えば、本稿ですでに取り上げた Raise your
hands !を帰納的に学習する場面がそうである。こうする
ことを積み重ねることで、学習者はこの文の意味を体で
覚え、つまり習得し、ある時にふとしたことで、それを
口に出し、他の誰かに挙手するように求めるのである。
TPR を提唱者した Asher（1969）によると、学習者
の年齢や学習の対象となる言語に関係なく、また学習対
象の言語が外国語か第二言語に関係なく、この言語習得
理論は当てはまると言うが、このような理論に基づく学
習方法が、初等教育における英語教育の場では、さかん
に用いられている。
とくに児童英語教育の場面では、TPRの指導理論を
歌の中や、ゲーム化した学習活動の中で取り扱われるの
が見られる。歌としては、♪ Head, shoulders, knees,
and toes♪がよく知られている。学習者は歌を聴きなが
ら、体の部位の名前を習得する。次にその部位にあたる
英語を耳にした時に、その箇所を指し示すことで、理解
したことをアックションで表現することになる。
TPRのゲームの中での応用例は、Simon Saysである。
遊びを通して、学習者は自分の聞いた英語を正確に理解
し、それを表現するのである。ゲームの中でのことなの
で失敗しても苦にならず、楽しみながら正確に英語を理
解し、それを表現するのである。
Simon Saysと♪Head, shoulders, knees, and toes♪の
共通点は、どちらも学習者には、必ずしも基本的には発
話を強要しない点である。（もちろん、両方の活動では
発展的な取り扱いの過程で、学習者の発話を取り入れる
こともあるかもしれないが。）
次に取り上げる picture dictationも、上記のつの学
習活動の趣旨に沿った学習活動である。この活動では学
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習者は、聞いて理解した内容をアクションで、しかも絵
を描くことで表現し、伝えようとする。これは聞くこと
と書くことをミックスした言語活動である従来の
dictation（書き取り）に、ゲーム的要素を取り入れたも
のである。Simon Saysと♪Head, shoulders, knees, and
toes ♪より、位置的な概念などを理解できるなど、や
や高い言語力が必要になるものの、学習者の創造性をも
加味した活動であり、また違った学習活動としての効果
が期待できる。
通常 dictationでは、学習者は聞いた文章をそのまま
文字化するという活動であるが、picture dictationでは
学習者は聞き取った英文を理解し、これを文字ではな
く、できるだけ正確に絵に描くことで表現し伝えようと
する活動である。この活動に学習者の創造性が加味され
ている理由は次の点にある。Simon Says と♪ Head,
shoulders, knees, and toes♪では、皆の学習者には同じ
反応が要求される。しかし、picture dictationではこれ
は当てはまらない。耳から聞く英語の内容は同じでも、
それに対して学習者が描く絵は、決して同じではない。
例えば、A dog is playing with the ball in the park. と
いう英文が与えられた場合、学習者によってこれを聞い
てイメージする場面はことなり、当然、絵の中身も異な
る。¾A dogÆを聞いて想像する犬の種類や大きさ、ま
た¾playing with the ballÆと聞いて想像する犬との遊び
の仕方も、100人の生徒がいればその数だけ違った作品
が生まれるのである。他の学習とは違った作品を仕上げ
ようと、それぞれの学習者は、競って違ったアプローチ
で活動に従事するであろう。
ここでのキーワードは、「他の学習者とは違った」で
ある。他の学習者とは違った作品を仕上げるのでから、
学習者は他の学習者の作品について、どのような絵を仕
上げたのか関心があるに違いない。
この関心を、「教育課程企画特別委員会論点整理」の
『補足資料』のなかの、「⑥互いの考えを伝え合い、自ら
の考えや集団の考えを発展させる」に結び付けることが
できる。もちろん picture dictation では、言語による
「互いの考えを伝え合い」に焦点をあてた活動は難しい
が、その初歩的な活動としてこれを母語で行うことで、
「自らの考えや集団の考えを発展させる」基本的な体験
をすることができる。
⑥の活動としては、中等教育の英語科の場面では、
debate や discussion がよく運用さえていることは前述
した通りである。初等教育の場では、将来的に debate
や discussion へつなげる活動としては show and tellが
あるだろう。
Show and tellとは英語圏で、幼いころから児童に発
表・表現能力を陶冶する目的として、小学校などで取り
入れられている学習活動の一つである。児童は教室に
持ってきた普段から大切にしているものを、他の児童に
見せて、それについて説明する。学習者の言語能力が高
くなるにつれ、話す内容を論理的に組み立てるなど、日
本では中等教育の現場でも教科書の内容に沿って発展的
に広く取り入れられている学習活動であるが、この初歩
的なものとして、show and tellを初等教育の場でも取
り入れることができる。
小学校学習指導要領第章各教科第10節「外国語」第
「目標」の⑶「外国語の背景にある文化に対する理解
を深め、他者に配慮しながら、主体的に外国語を用いて
コミュニケーションを図ろうとする態度を養う。」では、
平成19年に一部改正された学校教育法の中でいう、初等
及び中等教育における学力について、つの教育目標の
うちの）「学びに向かう力・人間性」についての具体
的な指針が示されている。
⑶の中でのカギになる部分は「文化に対する理解」と
「コミュニケーションを図ろうとする態度」である。最
初に「文化に対する理解」についてであるが、外国語教
育での異文化理解教育は、言語学習そのものの技能、
すなわちリスニング、スピーキング、リーディング、ラ
イティングの習得に加えて、第番目に必要な学習項目
として位置付けるほど、もともと重要視されている。例
えば、英語の学習教材の中には、様々な英語圏の文化に
関係した教材に触れる機会がある事は言うまでもないこ
とである。
外国語教育のなかで扱う「文化」には、large‒C
Cultureと small‒c cultureの二つに分けて考えられてい
る。前者の large‒C Culture は、文学、音楽、芸術、建
築、宗教、などを指す。例えば、英語を教科として教え
るための教材には、これらの文化的な要素が取り入れら
れることは当然な事であろう。シェークスピアやスタイ
ンベックなどの文豪の作品、ビートルズの音楽やジャズ
音楽、あるいはさまざまな宗教行事など、教材として取
り扱われていることはよくある。
一方、small‒c cultureとは、学習対象となる言語を話
す人々の日常の生活に見られる風俗や習慣などを、幅広
く指す言葉である。衣食住に関する事柄は、この良い例
である。外国語を学ぶ時の教材は、これらを題材にする
場合も、前述した文学や音楽を題材にした large‒C
Cultureと同様に、多く見られる。
これら large‒C Cultureと small‒c cultureの文化的な
要素が、教科書で取り扱われる教材に出現する実態を比
べてみると、歴史的に見ると次のようなことが分かって
いる。
ア）1989年の中学校、高等学校の学習指導要領の改訂
を境にして、英語の教科書で large-C Cultureを
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教材として扱う単元の数が減少し、反対に
small‒c cultureを教材として扱う単元が増加する
傾向にあり、
イ）近年の教科書の傾向として、英語の教科書であり
ながら、直接、英語を母語としない人々や国・地
域の small‒c cultureを教材化する場合が多く見
受けられる。
上記ア）については、次のように考えることができる。
戦後、約10年毎に改定を重ねてきたこれまでの中学校、
高等学校の学習指導要領の外国語の「目標」を比較する
と、1989年改訂は一つの転換期だとされている。「コ
ミュニケーション」というカタカナ語が「コミュニケー
ション能力の育成」として、初めて学習指導要領のなか
で使用されたのである。（しかも「目標」の部分で。そ
して、科目名としても「コミュニケーション」という語
が使われたのである。このコミュニケーション能力とい
う言葉は、以降の中学校、高等学校の学習指導要領外国
語の「目標」のなかでで一貫して使用されている。）
すなわち、1989年改訂を境に、日本の英語教育はそれ
までの文法と読解を中心にした Grammar Translation
Method（GTM）から、人と人とのコミュニケーション
としての教育へと大きく変換したことになる。GTMと
しての教材では取り上げられることが多かった large-C
Cultureの教材は、読んで知識として学ぶためには面白
かったかも知れないが、人と人とのコミュニケーション
としての教材としては、small‒c cultureをベースにした
教材と比較すれば、一歩も二歩も譲ることになった。し
たがって、上記ア）は日本の英語教育の転換を、そのま
ま反映したものである。
上記イ）については次のように考えることができる。
英語は今では、World Englishesを表記されることもあ
るように、決して英語母語話者のためだけではない。現
在、英語は lingua francaとして地位が確立しているよ
うに思われる。世界を舞台にして羽ばたくこれからの若
者にとって、英語はコミュニケーションのツールとして
利用されることになり、相手とする人はアジア、中東、
ヨーロッパ、南米、いかなる地域の出身者になるか分か
らない。いわゆる、グローバリゼーションの傾向がます
ます加速するなか、国際語としての英語を教える教材と
しても、グローバルな視点からの教材選択が上記イ）の
傾向となったのである。
次に「コミュニケーションを図ろうとする態度」であ
る。先にも述べたように、外国語教育の目標として「コ
ミュニケーションの育成」という文言が、中学校、高等
学校の学習指導要領に初めて使われたのが、29年前の
1989年月であった。以来、この文言はこの国の中等教
育における英語学習の礎となってきた。
今回の小学校学習指導要領の改訂で小学校での英語の
教科化（，年生）、あるいは活動化（，年生）が
決定したが、コミュニケーションの育成はこの中でも、
踏襲されている。また、このコミュニケーションという
キーワードは、小学校学習指導要領第章各教科第10節
「外国語」第「目標」の⑴、⑵、⑶、を通して用いら
れていることから判断すると、外国語教育の基本的な指
針をなすコミュニケーションを軸にして、小学校、中学
校、そして高等学校が一貫して取り組まねばならないこ
とが理解できる。
文部科学省は、前身である文部省のときの1890年代の
後半から、全国にパイロット校を指定して小学校におけ
る英語教育の準備を進めてきた。調査・研究から効果が
確かめられ、有効な導入方法としての教材や指導方法の
指針を策定してきた。それがさらに教育政策として効果
が高められるためにも小、中、高の連携が求められる。
この連携は英語が外国語活動として扱われている今も
必要だとされているが、必ずしもスムーズは進んでいな
い現状がある。筆者が、小中の連携会議に参加した時に
も、これまでせっかくコミュニケーションに軸を置いた
授業を受けた生徒が、中学校へ入ると文法中心の英語の
授業に戸惑い、それまで育まれた動機がなくすという例
が盛んに報告されていた。ある意味では、これは小学校
側から中学校側への強いアピールとなっていた。
異校種間の連携は、中学校と高等学校との間について
も言えるのではないかと思われる。
2-2 「領域別の目標」
次に、学習指導要領の改訂に伴うつのキーワードの
番目にあげられている、「領域の目標と内容」を考察
したい。
今回の改定では、小学校学習指導要領第章各教科第
10節外国語 第「各言語の目標及び内容等」目標で
は、英語の学習目標が、聞くこと、読むこと、話すこと
［やり取り］、話すこと［発表］、書くことのつの領域
に分けられ、その内容が、それぞれ，の項目別に区
分けされ提示されている。やはり、ここでも小学校と中
学校の連携を図ろうとする文部科学省の指針が見える。
ここでは例として、「読むこと」について、小学校学
習指導要領では、どのように記載されているか見ていき
たい。第「各言語の目標及び内容等」英語目標⑵読
むこと、として次のつの項目が挙げられている。
ア 活字体で書かれた文字を識別し、その読み方を発
音することができるようにする。
イ 音声で十分に慣れ親しんだ簡単な語句や基本的な
表現の意味が分かるようにする。
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さらに「読むこと」の内容として、次のような記述が
見える。
（ア）活字で書かれた文字を見て、どの文字である
かや、その文字が大文字であるか小文字であ
るかを識別する活動。
（イ）活字体で書かれた文字を見て、その読み方を
適切に発音する活動。
（ウ）日常生活に関する身近で簡単な事柄を内容と
する掲示やパンフレットなどから、自分が必
要とする情報を得る活動。
（エ）音声で十分に慣れ親しんだ簡単な語句や基本
的な表現を、絵本などの中から識別する活動。
これからもわかるように、かなり念入りに目標とそれ
に対応する学習内容が記述されている。
以上に挙げたのが、小学校学習指導要領についてであ
るが、これが中学校での英語教育とどのようにリンクし
ているのであろうか。中学校学習指導要領で、英語教育
における読むことの指導はどのように表記されているの
であろうか。中学校学習指導要領第章各教科第節外
国語 第「各言語の目標及び内容等」英語目標⑵読
むことの学習内容として次の3つの項目が挙げられてい
る。
ア 日常的な話題について、簡単な語句や文で書かれ
たものから必要な情報を読み取ることができるよ
うにする。
イ 日常的な話題について、簡単な語句や文で書かれ
た短い文章の概要を捉えることができるようにす
る。
ウ 社会的な話題について、簡単な語句や文で書かれ
た短い文章の要約を捉えることができるようにす
る。
さらに、同じように「読むこと」の内容として、中学
校学習指導要領には次のような記述が見える。
（ア）書かれた内容や文章の構成を考えながら黙読
毒したり、その内容を表現するよう音読した
りする活動。
（イ）日常的な話題について、簡単な表現が用いら
れている広告やパンフレット、予定表、手紙、
電子メール、短い文章などから、自分が必要
とする情報を読み取る活動。
（ウ）簡単な語句や文で書かれた日常的な話題に関
する説明やエッセイ、物語などを読んで概要
を把握する活動。
（エ）簡単な語句や文で書かれた社会的な話題に関
する説明などを読んで、イラストや写真、図
表なども参考にしながら、要点を把握する活
動。また、その内容に対する賛否や自分の考
えを述べる活動。
以上からも分かるように、中学校学習指導要領におい
ても、かなりはっきりとした学習内容が記述されてい
る。
これらのことから、今回の学習指導要領から科目とし
ての導入が決まった、小学校の，年生の学習の内容
は、中学校の学習内容に則したものであり、ここにも小
中の細かな連携が考えられているのが分かる。中学校の
「読むこと」の目標と学習内容を読んで分かることは、
もはや GTMの対象としての読む指導は、文字通り前世
紀のものであり、コミュニケーションのツールとして
「読むこと」への指導の方針が一貫しているのが理解で
きる。
このことは、（イ）における「日常的な話題について
…自分が必要とする情報を読み取る」、であり（ロ）に
おける「日常的な話題に関する…概要を把握する」の部
分に如実に表れている。この二つの項目に共通するのが
「日常的な」の部分である。これは、GTM を中心にお
いた1989年に告示された学習指導要領以前の英語教育で
は、なかなか考えられなかったことであろう。このよう
な活動の一つとして、小中の活動の内容として共通にあ
がっているのが、skimmingと scanningの「読むこと」
に関する学習内容である。
この skimmingと scanningの「読むこと」の活動は、
GTMにおける「読むこと」に関する活動とは、かなり
異質なものであり、これはコミュニケーション能力の育
成における「読むこと」の活動の根幹をなすものである。
GTMは、いわゆるそれぞれの単語の意味を確認し、
それを句、さらに節、文、そして段落へと、順に意味を
確認するプロセスである。このなかでは、学習者は語の
繋がりや文の構成を、いわゆる言語の構造をつかさどる
ルールである文法に照らし合わせて、読解の作業を進め
る。Bottom‒up readingと呼ばれるこの読解の方法は、
GTM、すなわち文法訳読式の典型的なスタイルだが、
この過程の中で必要になるのが、言語の体系を説明する
ためのメタ言語能力である。GTMでは学習の大半が、
言語のルールと、それを解釈するに必要なメタ言語能力
の学習に充てられていたと言っても、過言ではない。
私たちは、母語で日常的に何かを読むとき、決してそ
んな読み方をしているのではない。いわゆる一語一語、
分析を重ねながら読みの作業を進めるのではない。母語
における日常的な読みの方法を、英語の読みの指導に取
り入れようとする読みの方法が、scanning であり、
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skimmingである。これらの方法は、限られた時間内に、
ピンポイントで自分が必要とする情報や、全体の概略を
読んで捉えようとする方法である。
Scanningとは自分の欲しい情報を正確に得ようとす
る読み方で、まさに、小学校学習指導要領第章各教科
第10節外国語 第「各言語の目標及び内容等」英語
内容⑶イ 読むこと（ウ）にある「日常生活に関する身
近で簡単な事柄を内容とする掲示やパンフレットなど」
や、中学校学習指導要領第章各教科第節外国語 第
「各言語の目標及び内容等」英語内容⑶ウ 読むこ
と（イ）にある「日常的な話題について、簡単な表現が
用いられている広告やパンフレット、予定表、手紙、電
子メール、短い文章など」から、自分が必要とする情報
を読み取る方法のことである。
Skimmingとは、与えられたテキスト全体を概観して、
その大まかな意味を捉えようとする読みかたで、まさに
中学校学習指導要領第章各教科第節外国語 第
「各言語の目標及び内容等」英語内容⑶ウ 読むこと
（ウ）にある「簡単な語句や文で書かれた日常的な話題
に関する説明やエッセイ、物語などを読んで概要を把握
する活動」の他ならない。
以上、「領域別の目標」のなかの「読むこと」をみたが、
もはや、かつての GTMの姿は見る影もない。外国語の
教育はコミュニケーションの手段として、日常的な情報
をやり取りするツールとして確立されたことは、疑うこ
とができない事実となった。これは、今回の小学校にお
ける英語の教科化となってさらに決定づけられたことに
なった。
小学校の高学年で英語が教科として導入さることが決
定した、昨年告示された小学校学習指導要領の中から、
ここでは「領域別の目標」のうち、読むことに焦点をあ
わせて、小学校と中学校の学習指導要領を比較した。以
上の考察からも分かるように、校種が異なっても、読む
ことの指導は一貫したものであり、この一貫性は、読む
ことだけでなく、聞くこと、話すこと［やり取り］、話
すこと［発表］、書くことについても言えることである。
小学校と中学校との連携が必要と言われているが、校種
間での一貫した教材研究、あるいはそれぞれの校種間
で、どのような教材が使用されているかなどの、情報共
有が行うことが緊急の課題である。
2-3 「理解できるものと表現できるもの」
ここでは、学習指導要領の改訂に伴うつのキーワー
ドの番目にあげられている、「理解できるものと表現
できるもの」を考察したい。
今回の改定では、小学校学習指導要領第章各教科第
10節外国語 第「各言語の目標及び内容等」「指導
計画の作成と内容の取扱い」⑵ア「児童の発達の段階に
応じて、聞いたり読んだりすることを通して意味を理解
できるように指導すべき事項と、話したり書いたりして
表現できるように指導すべきあることに留意すること。」
としている。
これは今回改定された、中学校学習指導要領でも同じ
で、第章各教科第節外国語 第「各言語の目標及
び内容等」「指導計画の作成と内容の取扱い」⑵ア「生
徒の発達の段階に応じて、聞いたり読んだりすることを
通して意味を理解できるように指導すべき事項と、話し
たり書いたりして表現できるように指導すべきあること
に留意すること。」とあるように、ここでもやはり小学
校と中学校の連携を図ろうとする文部科学省の指針が見
える。
本稿では、これまで、学習指導要領の改訂に伴うつ
のキーワードのうち、「つの柱から成る資質・能力」
と「領域別の目標」を見てきたが、ここで顕著に見られ
た小学校と中学校の連携がなお一層明確になってくる。
ここで言う「理解できる指導すべき事項」とは、文字
を通して理解することと、音声を通して理解することに
分けることができる。文字を通して理解することとは、
従来の GTMによる精読と、前項で触れた skimmingと
scanningに大別できる速読に分けることができる。こ
の速読の二つについては、従来の GTMに傾斜した学習
活動の反省から、中等教育における教科書や高校入試問
題やセンター試験の題材としても、広く取り入れられる
ようになったものの、教育現場の取り組みとしての現場
の教員の意識は必ずしも高くはない。
これは、中学校の入試やセンター入試に関しては、内
容的な比率から見れば、受験者に精読することを要求す
る問題の占める割合がさまざまな理由で、いまでも多い
からであろう。
一方、聞いて理解することに関していうと、この場合
も skimming と scanning に分けられるが、授業の中心
的な学習活動となっているかと言えば、かなり改善され
ているとは言うものの、なかなか難しいのが現状であ
る。それは、現場の教員が聞いて理解する学習活動をし
ているつもりでも、それが skimming か scanning か判
別できないので、多くの場合、そのどちらかに偏ったリ
スニングの活動になっているからである。また、たとえ
それが判別できていたとしても、両方のアプローチの特
性まで判断して、そしてそれを生かせた授業が展開でき
ているとは言えない。したがって、聞いて意味を理解で
きるように指導すべき事項に関しては、なるほど教員の
意識としてはあるものの、実際に文部科学省が描いてい
るようには、現場レベルでは奏功していない。
一方、話したり書いたりして表現できるような指導に
関していえば、つまり発信型の授業の形態については、
受信型の授業の形態と同様に、文部科学省が思い描いる
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ような授業の形態はすぐには望めない。
まず話すことの活動に焦点を当てたい。ペアワークや
グループワークなどを随所で取り上げて、一見効果的に
授業が運用さえているようには思われるがが、まったく
お遊びの、また時間つぶしの活動となっている場合が多
い。語学教育における、インタラクションは効果的だと
言っても、ペアワークやグループワークを効果的に運用
するためには、それなりの条件整備が必要である。それ
が十分になされてはいないので、思ったような効果が挙
げるのは、困難である。しかし、今回の学習指導用要で
は、話すことを「やり取り」と「発表」に分けたことは、
実際には話すことの学習活動を計画し実践するうえで、
大変、分かりやすい指針となっている。
書くことの指導についても同じことが言える。コミュ
ニカティブな書く指導を目指して、学習指導用には活動
の具体例が提示されている。しかし、条件整備を整える
ことは難しい。
書くことの指導として、product writing と process
writingの二つの概念があることは、具体例とともに学
習指導要領では、はっきりと明示されているものの、条
件整備をするのは現場の教師である。しかし、このため
の know‒howを知る機会は限られているのが現状であ
る。
条件整備という言葉を使うが、これには二つの側面が
あるだろう。ハード面とソフト面のことである。ハード
面の条件整備とは、新たな授業活動をするための物的な
部分である。つまり教材や教具の準備である。教材に関
していえば、学習者の興味関心に訴えかけるようなもの
でありたい。あるいは、その量や内容まで選択の基準を
引き上げると、認定教科書にあるような、通り一変的な
ものでは通用しないのは明らかである。
ソフト面とは、そうして準備した教材を有効に使いこ
なすために、教員に求められる技術と理論的な背景であ
る。技術と理論は相互作用的なものであるが、やはりこ
の部分が大切である。
書くことの指導には、product writing と process
writing の二つの概念があることは、先に述べたが、
communicative writingの要素とした process writingに
ついては、それに必要なソフト面とハード面の条件整備
のためには、かなりの困難を伴うことが予想される。
条件整備をさらに整えるためには、ソフト面に関して
は、教員に学習指導要領にそった活動を推進するための
in‒service trainingを充実させることが必要である。今
回の学習指導要領ではかなり詳しく、指導計画の作成と
内容の取扱いについて説明している。しかし、これだけ
では不十分である。学習指導用要を校種の教員に配布し
たところで、一般の教員はそれを十分理解するだけの時
間的な、また精神的なゆとりもない。
ハード面に関しても同じことが言える。効果的な教材
を準備するには、十分な時間が教員には保障されねばな
らない。In‒service trainingが仮に整備されていたとし
ても、教員は参加できるほど時間が保障されてはいな
い。
 まとめ
文部科学省は、平成29年月31日、新たな小学校及び
中学校学習指導要領を告示した。今回の改定から、予想
されていたように、小学校では年生と年生で年間70
時間、英語が教科化されることになり、また年生と
年生では年間35時間、外国語活動として導入されること
になった。
今回の教科化にあたり、文部科学省は中等教育での外
国語教育との連携という点から、さまざまに準備をして
きた。今日、必要とされる英語教育とは何か、という視
点に立ち、中学校と高等学校の学習指導要領を段階を経
て改訂し、また、これからのわが国の英語教育の見据え、
SELHiなどの行事を全国区的に展開してきた。加えて、
各種の審議会あるいは委員会の答申も踏まえてきた。あ
る意味では、それが見える形で具体化されたのが今回の
改訂である。
そのような観点で見ると、今回改定された学習指導要
領は小学校と中学校の連携がはっきり見て取ることがで
きた。それは、小学校学習指導要領第章各教科第10節
「外国語」第「目標」と中学校学習指導要領第章各
教科第節「外国語」第「目標」を比較すれば、明ら
かなことである。せっかく小学校で学習した英語が、そ
のまま中学校での英語教育に引き継がれるように、十分
配慮された跡が感じられる。本稿では触れることがな
かったが、公示が迫っている高等学校学習指導要領に
も、小中連携の流れが引き継がれていることは容易に推
測される。これで、小学校、中学校そして高等学校と、
つの校種がことなる教育課程で、きめ細かな外国語教
育の素地ができたのではないかと思われる。
一方、問題はないわけではない。小中の綿密な連携が
必要とすると、それぞれの校種において、教材や教材観
またそれを使った指導方法の、より緻密なすり合わせが
必要になる。両方の校種間での交流や、意見の交換の必
要性は高まる。このように考えると、学習指導要領に
沿った授業展開のためには、外国語の教員は連携にむけ
ての in‒service trainingが必要になる。自分たちの校種
のなかでの設計図を書くだけでなく、それを具体的に連
携しながら、そのように教えるのか。これらは、広い意
味での in‒service training での研修内容になるであろ
う。
このように考えると、多忙を極める教員の生活の中
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で、はたして、多くの教員にこの研修に参加できるだけ
の時間的な、また心理的な余裕があるのか、というのが
大きな問題である。教員の勤務状態については、その激
務の様子がようやく問題視されるようになったが、まだ
まだ実際に改善されるのは、ずいぶん遠い先のことであ
ろう。
つまり、今回の学習指導要領は、先にも言ったが、あ
る筋が通った素晴らしいいものとなったが、これを具体
化するだけの十分な条件整備を整えようとする積極的な
動きはない。今回の学習指導要領の改訂は、戦後の英語
教育の転換点である。しかし、この大切な局面におい
て、そのエンドユーザーである教員の人員の確保を保証
するためにも、さらなる教員研修するための時間を保証
するためにも、勤務時間の軽減などにつながるサポート
体制には、これまで以上に目を向けるべきではないか。
注釈）
1）平成20年告示の中学校学習指導要領、第章「総則」第
「指導計画等の作成等に当たって配慮すべき事項」
⑴では次のような記述が見える。「各教科の指導に当
たっては、生徒の思考力、判断力、表現力等をはぐくむ
観点から、基礎的・基本的な知識及び技能の活用を図る
学習活動と重視するとともに、言語に対する関心や理解
を深め、言語に関する能力の育成を図る上で必要な言語
環境を整え、生徒の言語活動と充実すること。」
2）文部科学省・国立教育政策研究所が平成27年月21日に、
国語、算数・数学、理科の教科で、小学校第学年と
中学校第学年の全児童生徒を対象とした「平成27年度
全国学力・学習状況調査」を実施した。小学校では公・
国・私立で合計20,191校、1,074,707人、高等学校では
公・国・私立で合計10,120校、1,056,921人、がこの調
査に参加した。結果として、「学年度で標準化得点（公
立）が低い都道府県の平均を見ると、全国平均との差
は縮小傾向にあり、学力の底上げが進展している。」と、
要約されている。
3）国際教育研究所は、日本の教育水準とその特異性を、
OECDが進めている PISAと呼ばれる国際的な学習到達
度にかかわる調査に参加している。ほかにも、国際教育
到達度評価学会（IEA）に協力し、調査を実施している。
これらの調査結果は、これまで日本の教育の成果基準を
測る物差しとして、少なからず影響を及ぼしてきた。
ことに日本語に訳され報告書とまとめられている
PISAの調査の結果は、日本の教育政策や中央教育審議
会における議論に積極的に反映されてきた。この PISA
は義務養育が終了する15歳の生徒が有する知識や技能に
ついて、現実的な社会で直面する課題に対応できるか、
という視点に立ち、調査を実施してきた。この調査で
は、2000年以降、年ごとに、被験者の読解力、数学的
な情報操作能力、科学的な情報操作能力のつの分野に
つき、実態を明らかにし、その結果を報告した。なお、
2015年の調査では上記のつの分野のなかでも、特に科
学的な情報操作能力に焦点を当てた調査が実施された。
直近の2015年の調査は、わが国では月から月にか
けて、高等学校、中等教育学校後期課程、高等専門学校
の年生を対象に、198校、約6600人が調査の対象となっ
た。なお、世界では72の国や地域から、約54万人が参加
している。
2015年の調査の結果は、文部科学省から「OECD 生
徒の学習到達度調査（PISA2015）のポイントとして、
「数学的リテラシー、読解力、科学的リテラシーの分
野すべてにおいて、平均得点が比較可能な調査回以降、
最も高くなっている。」と、要約されている。
4）文部科学省は、今回の学習指導要領の改訂を前に、その
基本的な方針を審議する検討会を設置した。それが教育
課程部会教育課程企画特別部会（第期）である。この
検討会は平成27年月26日に「教育課程企画特別委員会
論点整理」を提出しが、そのなかで、前回の学習指導要
領のテーマのキーワードである、「思考力、判断力、表
現力等」の理想像として「学力の三要素のバランス」と
いう表現が各所で見える。
5）論点整理）文部科学省が、次回の学習指導要領の改訂を
前に、その指針を討論する委員会を設けた。それが教育
課程部会教育課程企画特別部会（第期）であるが、こ
の委員会は平成27年月26日に「教育課程企画特別委員
会論点整理」を提出しが、そのなかで、現行の学習指導
要領のテーマのキーワードである、「思考力、判断力、
表現力等」の理想像として「学力の三要素のバランス」
という表現が各所で見える。
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